
令和６年度実績・令和７年度計画評価シート

【目標１】多様な担い手や労働力の確保　　

１　新規就農に関する相談及び支援・指導体制の整備

事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

1 農起業
支援ス
テーショ
ンによる
就農相談
の実施

　農起業支援ステー
ションへ県域で対応す
る就農相談窓口を設置
して、効率的で効果的
な就農への誘導を図り
ます。（就農企画科）

　農起業支援ステー
ションが設置され、
３年間で750人以上
の相談者に対応し
た。就農希望者の就
農意欲を図り、適切
な就農地や栽培品目
の決定へ誘導する必
要がある。

就農相談者
数250人以上

・就農説明会での就農支援
体制の紹介と農業理解促進
を図る企画の継続
・就農相談（対面・リモー
ト）の実施
・相談者が自ら就農につい
て考えられるチェックリス
トの作成
・就農候補地を検討する際
の参考となる資料の整備

・相談対応件数は、個人292人（延べ454
件、企業参入25社（延べ36件）。
・就農説明会を月２回実施した（301人参
加）。
・就農への理解を深めるため、一部の回で
は、JA等産地の研修受入体制の紹介や先輩
農家の体験発表、農業見学の時間を設け、
特に先輩農家の体験発表の機会を増やし
た。
・相談者が自ら就農について考えるための
チェックリストのたたき台を作成し、今後
の活用に向け次年度県域で試行運用するこ
とになった。
・県内市町村の支援体制を調査し、就農相
談時に使える参考資料を整備した。（７
月）

Ａ

・就農説明会での就農支援体制の
紹介と農業理解促進を図る企画の
継続
・就農相談（対面・リモート）の
実施

・就農相談
者数250人以
上

2 円滑な
就農に向
けた研修
等への誘
導支援

　 　相談者により考え
方や就農までのハー
ドルが異なることか
ら、担い手担当職員
には、相談者のレベ
ルに応じた対応が求
められる。

・全普及課
を対象とし
た就農相談
担当者養成
研修会の開
催

・相談者を支援センターへ
対応を移行するまでの助言
・普及課の担い手担当職員
に対する対応力強化を目的
とした研修

・技術体系化促進会議においてステーショ
ンとセンターの連携について意見交換を行
い、相談の円滑な引継ぎについて助言し
た。（4/26、10/24、12/20）
・普及指導員研修（就農相談担当者育成研
修）を実施し、農地法や国の支援制度（経
営発展支援事業に対する理解）を深めた。
また、日頃の相談業務の問題点を出し合
い、解決策を情報交換した。（4/16、
5/31）

Ａ

・相談者が自ら就農について考え
られるチェックリストの作成

・チェック
リストを作
成して活用
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

3 新規就
農者情報
の共有・
活用によ
る担い手
の確保

　就農相談後、新規就
農に至った者の就農時
や就農後のデータを蓄
積することにより効率
的・効果的な担い手確
保対策に活かします。
（就農企画科）

　就農相談情報を速
やかに共有すること
が求められている。

・データ
ベースを改
良し運用

・県のデータベースを効果
的に共有するための様式の
検討
・管理体制の検討

・国から使用を求められている就農相談カ
ルテに準じて就農相談報告書及び県のデー
タベースを改善し、運用を開始した。（５
月）
・相談で得た情報の関係機関への提供に係
る標準処理期間を新たに設け就農相談マ
ニュアルに位置づけた。
なお、個人情報の取扱いについては、技術
体系化促進会議で周知した。（4/26、
12/20）

Ａ

・就農説明会での先輩農家体験発
表の企画と農業理解促進を図る動
画の作成及び活用

・動画の作
成　3本
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２　意欲の高い学生等の確保に向けた魅力ある学校づくり

事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　実習販売、農大祭を
通じた学生等による地
域住民との交流を推進
します。
（学務科、農学科）

　令和5年度農大祭
の来場者は2,500人
で昨年度より大幅に
増加した。専攻販
売、食品バザーのほ
か専攻展示室やキャ
ンパスツアーなど問
題なく適切に実施で
きた。来場者アン
ケートの意見も95％
が高評価であった。

・学生主体
による農大
祭の運営及
び企画の実
施

・学生会と連携し農大祭のＰＲの
実施。協賛団体への学生からのア
プローチの継続
・農大祭の企画を工夫し、地域住
民との交流を推進する内容の充実
強化

・農大祭協賛団体や企業等に対し、学生に
よる訪問や電話により、協力を要請した。
団体等の相手方からは、学生による直接の
アプローチは積極的で好評であった。
・学生による農大キャンパスツアーは、幅
広い年齢層で定員を超える参加があり、高
評価であった。
・来場者は対前年度16％増加の2,900人で
あった。来場者アンケート意見は90％が高
評価であった。

Ａ

・学生会と連携し農大祭のＰＲの
実施。協賛団体への学生からのア
プローチの継続
・農大祭の企画を工夫し、地域住
民との交流を推進する内容の充実
強化

・来場者ア
ンケートに
よる満足度
80％以上

　県民公開講座等を通
じた子供たちや県民の
農業や農大への理解を
促進します。
(企画研修部）

　県民公開講座は例
年受講希望者が多い
が昨年度は周知・受
付方法を変更したた
め参加人数は定員の
半分だった。
　小学児童や幼稚園
児等に、体験学習の
機会を提供している
が、昨年度天候を理
由に中止した例が
あった。
　農業、農大への関
心を高めることを目
的として、中学生徒
の職場体験実習を受
け入れた。

・来校者数
500人

・県民公開講座の告知・周知方法
の検討
・体験学習の雨天時の代替実施方
法の検討
・職場体験・見学等の受け入れの
実施

・来校者数は503名であった。内訳は
①農業体験学習は、雨天等による予備日を
設定して計画し、幼稚園1園395人。特別支
援学校1校35人、岡崎高等技術専門校1校８
人が来校した。岡崎特別支援学校小学部６
名については、県内で鳥インフルエンザが
発生したため、中止とした。
②みあい特別支援学校高等部が７回、延べ
28人来校し、農作業を体験した
(9/20,27,10/4,11/8,11/29,12/6,12/13)。
③県民公開講座｢家庭で栽培する果樹、剪
定の基本は、電子申請システム等による申
込が43名あり、37名が出席した。

Ａ

・県民公開講座の周知方法の検討
・農業体験学習の企画・実施
・作業体験等の実施方法の検討及
び実施

・県民公開
講座、農業
体験学習の
実施７回

1 県民や
地域に開
かれた学
校づくり

3



事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　オープンキャンパス
等の充実強化により、
高校生の農大の見学・
学生との交流を促進し
ます。（学務科）

　令和5年度はオー
プンキャンパスを夏
季休暇前に2回、休
暇中に3回開催し、
390人の参加があっ
た。在校生との交流
や寮食事体験などの
取組は好評であっ
た。

・オープン
キャンパス
の参加人数
300人

・オープンキャンパスを5回以上
開催
・開催案内チラシなるべく早期に
作成し、他県の農業高校にも配布
するなど広く周知
・開催にあたっては、在校生によ
る交流、農場見学や体験等によ
り、学校生活をより具体的にわか
りやすく感じてもらうなど内容の
充実

・計画どおり５回開催し、参加者は344人
で、内訳は学生218人、保護等126人であっ
た。
・広く周知するため、開催案内チラシを全
国の農業高校に配布した結果、東海３県以
外の遠方（10都府県）から参加があった。
・果樹、養鶏、養豚専攻では独自に動画を
作成しており、それを専攻紹介として放映
したが、わかりやすいと好評であった。
・在校生による交流、農場見学や寮食事体
験を行い、学生と直接対話ができ、農大の
魅力がわかったと好評であった。
・オープンキャンパスに参加した現役高３
生の高校へ後日訪問し、受験の意思確認や
ＰＲを行った。

Ａ

・オープンキャンパスを5回以上
開催
・開催案内チラシなるべく早期に
作成し、他県の農業高校にも配布
するなど広く周知
・開催にあたっては、在校生によ
る交流、農場見学や体験等によ
り、学校生活をより具体的にわか
りやすく感じてもらうなど内容の
充実

・オープン
キャンパス
の参加人数
300人

　農大だよりなど広報
誌作成やマスコミへの
情報発信など広報活動
を充実強化します。
（企画研修部、教育
部）

　広報委員会で年間
の広報計画を作成
し、広報活動を行っ
ている。農大の最新
情報と魅力を発信す
るためにインター
ネット、紙媒体、マ
スコミ等各方面への
情報発信を強化して
いく必要がある。

・広報計画
の作成
・マスコミ
への情報発
信回数
５回/年

・広報委員会での年間広報計画の
作成
・新聞等マスコミへの情報発信の
強化
・農大だより等定期発行の広報資
料の充実

・４月に第１回会議を開催し、前年度の広
報実績及び今年度の広報計画について協議
し、印刷物、HPとSNS、イベント等の年間
広報スケジュールを作成した。
・日本農業新聞に４件の記事を執筆した。
また、農福連携支援研修の開催、AICHI×
TECH業業を活用した就農支援ポータルサイ
トの試行運用について掲載された。
・中日新聞に農業者育成支援研修募集につ
いて掲載された。
・新規就農相談のWEBページはAICHI×TECH
業業を活用し、就農支援ポータルサイトの
構築及びバーチャル農業体験システムを試
行運用した(11/14～12/4)。

Ａ

・広報委員会での年間広報計画の
作成
・新聞等マスコミへの情報発信の
強化
・農大だより等定期発行の広報資
料の充実

・マスコミ
への情報発
信回数
５回/年

　インターネット等
SNSを通じた学生等参
加による学校紹介を促
進します。
（企画研修部、教育
部）

　SNS(インスタグラ
ム、X)は情報発信の
重要なツールになっ
ており、魅力ある投
稿でフォロワーを確
保していくことが重
要である。
　Webサイトは動画
の活用で情報発信を
強化していくことが
重要である。

・SNS情報発
信年間200件
・Webサイト
での動画の
運用

・学生及び職員によるSNSによる
継続した情報発信
・魅力ある投稿でフォロワーを確
保
・Webサイトでの動画の運用

・広報委員会でSNSによる積極的な情報発
信の継続を確認した。
・SNSを通じた情報発信はインスタグラム
119件、X（旧Twitter）84件、Youtube１件
で計204件の発信ができた。
・フォロワー数はインスタ1,507人、X 338
人であった。
・AXT事業において、就農支援ポータルサ
イトでの農業者紹介動画を試行運用した。

Ａ

・学生及び職員によるSNSによる
継続した情報発信
・魅力ある投稿でフォロワーを確
保
・Webサイト等での動画の運用

・SNS情報
発信年間
200件

2 情報発
信の強化
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

2 情報発
信の強化
（続き）

　専攻ごとの魅力をPR
する広報活動等を強化
します。（農学科）

　入学を希望する学
生の中には、SNSを
見て関心を持ったと
話す者がいたため、
今後更に、動画を取
り入れるなどにより
魅力をPRする必要が
ある。

・専攻の魅
力を伝える
動画の作成
４専攻

・魅力を伝える情報発信方法を学
生と検討
〇別添「各専攻の取組」を参照

・各専攻において、学生が主体となり魅力
を伝える情報発信方法を検討し、ＳＮＳや
イベントなどを通じて情報発信の強化に取
り組んだ。
・２専攻（酪農、豚鶏）で、専攻の魅力を
伝える動画を作成した。
・作成した動画をオープンキャンパスで活
用した。
◎別添「各専攻の取組」を参照

Ｃ

・魅力を伝える情報発信方法を学
生と検討
〇別添「各専攻の取組」を参照

・オープン
キャンパス
のキャンパ
スツアーで
各専攻の魅
力を伝える
PR資料の作
成

　メーカー等との連携
による独自商品の開発
を推進します。
（農学科）

　本校の独自性のあ
る商品には養豚・養
鶏専攻のプリン、作
物専攻の日本酒、露
地野菜のピクルスが
あるが、それに続く
新しい商品の作出が
望まれる。

・新商品の
開発１事例

・メーカー等との連携、本校の独
自性がある新商品の開発等に向け
た活動を検討(4月～12月)
・新商品を試作・開発、実習販売
や校内での販売(5～2月)

・４商品を開発した。
①果樹専攻が栽培、収穫した果実を利用し
たフルーツ大福餅、フルーツかき氷を三徳
屋菓子舗と開発した。
②露地野菜専攻で学生が作成したレシピを
元にして、栽培、収穫した野菜で漬物加工
品を株式会社アクトと開発した。
③果樹専攻のシャインマスカット、露地野
菜専攻のイチゴを利用したフルーツパフェ
をdasora coffeeと開発した。

Ａ

・メーカー等との連携、本校の独
自性がある新商品の開発等に向け
た活動を検討(4月～12月)
・新商品を試作・開発、実習販売
や校内での販売(5～2月)

・新商品の
開発１事例

　専攻ごとにカリキュ
ラムや取得資格等の魅
力（価値）を充実強化
します。（農学科）

　果樹専攻の学生
が、ダルメイン
worldマーマレード
アワード＆フェス
ティバルin Japanに
おいて学生のマーマ
レードベストカテゴ
リー賞を受賞した。
今後も魅力的な取組
が必要である。

・各専攻の
カリキュラ
ム等の充実

・資格取得やコンクールへの出品
を目指した取組を実施

〇別添「各専攻の取組」を参照

・各専攻において資格取得やコンクールへ
の出品等、カリキュラム内容の充実に取り
組んだ。

〇別添「各専攻の取組」を参照 Ａ

・専攻で一体となって取組むこと
ができるコンクールや資格につい
て検討
・コンクールへの応募や資格に役
立つ知識や技能の習得支援
〇別添「各専攻の取組」を参照

・各専攻独
自の取組１
回以上

　マーケティング技術
の向上や情報発信など
ブランドづくりのため
の学習・研修を実施し
ます。（農学科）

　各専攻において、
引き続き知識や技術
を習得することが必
要である。

・各専攻の
実施回数
１回以上

・直売、加工、流通に関する校外
学習や講義の実施
・ブランドづくりのための指導
〇別添「各専攻の取組」を参照

・直売、加工、流通に関する校外学習や講
義を実施した。
・ブランドづくりのための指導を実施し
た。

〇別添「各専攻の取組」を参照

Ａ

・直売、加工、流通に関する校外
学習や講義の実施
・ブランドづくりのための指導
〇別添「各専攻の取組」を参照

・各専攻の
実施回数
１回以上

3 農大ブ
ランドづ
くりによ
る農大バ
リュー(価
値)の構築
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　農業高校との学生・
職員間の交流をプロ
ジェクト発表、意見交
換、研修会等を通じて
充実します。
（農学科、学務科）

　農業高校と積極的
な連携を図り、農業
高校生の動向やニー
ズをしっかりと把握
していく必要があ
る。

・相互交流
４回以上実
施
・進路ガイ
ダンスへの
学生参加３
回

・意見交換、研修会等での職員間
の交流の継続、研修会や進路ガイ
ダンス等の場で農大生が農業高校
の学生等と交流する機会の充実

・愛知県学校農業クラブ連盟意見発表会に
職員2名が参加した(7/23)。
・農業系高校の校長会、農業教育研究会で
農大出前講座のチラシを配布した。
・愛知県学校農業クラブ年次大会に校長が
参加した(11/21)。
・卒論発表会に農業高校教員11名が参加し
た(12/17)。
・渥美農業高校の進路ガイダンスに酪農専
攻の学生1名が参加した(6/20)。
・県内農業高校2校がPTA研修会の研修先と
して農大を見学し、農大学生が保護者に対
し本校の案内や情報提供・発信を行った。

Ａ

・意見交換、研修会等での職員間
の交流の継続、研修会や進路ガイ
ダンス等の場で農大生が農業高校
の学生等と交流する機会の充実

・相互交流
４回以上実
施
・研修会、
進路ガイダ
ンス等への
学生参加１
回以上

　高校訪問や連携会議
などにより農業高校等
と農大志望学生の情報
を共有化します。
（学務科）

　県内農業高校から
の志願者数は、R4入
試48名、R5入試56
名、R6入試52名と推
移している。

高校訪問件
数延べ200件
・連絡会議
の開催１回
以上

・普通科高校を含む県内高校に対
する高校訪問の実施及び入学志願
者の発掘。志望者を把握した高校
に対して、２回目の訪問を行い動
向の把握。
・進路担当主事及び農場長との連
絡会議の開催、農大志望者等に関
する情報の把握

・高校訪問については6～10月にかけて延
べ215校訪問した。
・進路ガイダンスで31校を訪問し農大志望
学生の情報を共有した。
・進路主事会(8/8)、農場長意見交換会
(10/3)を開催し、農大志望者等の情報交換
を行った。

Ａ

・普通科高校を含む県内高校に対
する高校訪問の実施及び入学志願
者の発掘。志望者を把握した高校
に対して、２回目の訪問を行い動
向の把握。
・進路担当主事及び農場長との連
絡会議の開催、農大志望者等に関
する情報の把握

・高校訪問
件数延べ
200件

　農業高校との技術交
流を通じて農大との連
携プロジェクトを実施
します。（農学科）

　農業高校との技術
交流をすべての専攻
が行ったわけではな
い。未実施の専攻に
おいて技術交流を行
うなど、連携プロ
ジェクトの実施に向
けた取組が必要であ
る。

・各専攻で
技術交流の
実施

・農大の各専攻と農高の各部門と
の情報交換及び技術的な交流会を
実施

・畜産(10/9)、花き(10/15)、果樹
(11/29)、作物と野菜部門(12/10)で農業高
校との技術的な交流及び情報交換を行っ
た。

Ａ

・農大の各専攻と農高の各部門と
の情報交換及び技術的な交流会を
実施

・情報交換
及び技術的
な交流会を
１回以上開
催

5 時代に
対応した
入学制度
の検討

　受験生や入学生の調
査をもとに時代に対応
した募集内容や受験方
法等の見直しを計画的
に行います。
（学務科）

　県内農業高校から
の志願者数は、R4入
試48名、R5入試56
名、R6入試52名と推
移している。
　女子志願者数は、
R4入試34名、R5入試
31名、R6入試26名と
推移している。

・女子学生
増加対策の
検討

・推薦入試に係る見直しの実施と
検証(一般推薦について県外から
の推薦を可能にした）
・入学制度、女子学生増加対策の
検討

・高校訪問等によりオープンキャンパス参
加を働きかけ、県内農業高校からの参加者
は129名（R5年度127名）であった。
・各農業高校に専任の担当者を設け、主に
特別推薦受験予定者の情報共有を行い、将
来農業を志す学生の早期確保に努めた。
・女子学生増加対策について検討した。
・R7入試の女子志願者数は29名（合格者同
数）であり前年から4名増であった。近年
は26～31名程度で推移している。

Ａ

・推薦入試に係る見直しを踏ま
え、県外農業高校に対し、推薦入
試の積極的な活用に向けた広報活
動の実施

・県外農業
高校への学
校案内チラ
シの送付

4 農業高
校等の連
携強化
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３　多様な労働力の確保に向けた支援

項目 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

農福連携
の推進

福祉事業者向け研修を
実施することにより農
福連携の取組を推進し
ます。
（就農企画科）

　利用者の工賃向上
のため農業への参入
を考える障害者施設
があり、研修への要
望も高い。昨年度は
15名の受講者があり
14名が修了した。

・研修受講
者数15人

・関係機関の連携による受講者の
確保
・受講者が最後まで参加しやすい
研修の組立

・ホームページや農業経営課が事務局を持
つ「あいち農福連携推進協議会」と連携し
て研修生を募集したところ、13名の応募が
あり、12名が受講した。
・募集に当たっては、受講者が勤務先の勤
務状況に応じて柔軟に受講できるように研
修計画を設定し実施し、満足度は4.5と高
い評価を受けた。

Ｂ

・関係機関の連携による受講者の
確保
・受講者が最後まで参加しやすい
研修の組立

・研修受講
者数15人
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【目標２】地域農業を支える人材の育成及び就農支援

１　学校教育の充実

事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　時代に対応したカリ
キュラムの見直しを行
います。（学務科）

　国施策や農業経営
の高度化等（有機農
業、農産物輸出等）
に対応するため、カ
リキュラムの見直し
を進める必要があ
る。

・講師選
定、カリ
キュラム案
の作成

・令和５年度に実施したアンケー
ト結果等を踏まえて、見直しを行
うカリキュラムの決定、講師の選
定等の実施

・カリキュラム編成会議を３回開催し、時
代に即した内容として有機農業を取り入れ
たカリキュラム案を作成した。
・次年度から有機農業に関する講義を２時
間設け、外部講師に委託して実施すること
となった。

Ａ

・令和５年度に行ったカリキュラ
ムの検証及び令和６年度に行った
見直しを踏まえた新カリキュラム
を実施していく中で、発生する問
題点や課題等の抽出

・新カリ
キュラムの
検証

　学生の学力や能力等
の情報を共有化すると
ともに、専門分野の知
識を学ぶ能力に応じた
取り組みを図ります。
（農学科）

　各専攻で学生との
面談や学力調査の実
施結果を共有し、各
学生に応じた指導を
行っている。

・専攻ごと
の学生シー
トの作成

・引き続き、各専攻で学生との面
談を年度当初に実施するととも
に、学力調査を実施
・調査結果の情報共有、各学生の
学力等に応じた指導内容の検討

・各専攻で学生との面談を年度当初に実施
した。
・各専攻で調査結果の情報を共有し、各学
生の学力等に応じた指導を行った。
・専攻ごとに学生全員の学生シートを作成
した。

Ａ

・専攻で各学生との面談を年度当
初に実施、面談結果を学生シート
として作成
・学生シートの情報を専攻職員間
で共有し、必要な専門知識及び各
学生の学力等に応じた指導方針の
作成及び指導

・学生別指
導方針の作
成及び指導

　企業や関係機関等と
連携した教育プログラ
ムの編成に取り組みま
す。
（学務科、就農企画
科）

　令和５年度から企
業と連携したカリ
キュラム「スマート
農業技術」を新設し
た。

・講師選
定、カリ
キュラム案
の作成

・見直しを進めるカリキュラムに
ついて、民間企業等との連携の可
能性について検討

・カリキュラム編成会議を３回開催し、民
間企業等と連携したカリキュラムの作成に
向けて検討を行った。
・企業等に講師の派遣を依頼し外部講師を
選定することができた。

Ａ

・見直しを進めるカリキュラムに
ついて、民間企業等との連携が可
能性について検討

・企業や関
係機関との
連携の検討

　専攻ごとに定期的に
学生の技術経営の習得
レベルを評価し、各レ
ベルに応じた教育指導
を行います。
（農学科）

　ルーブリック評価
表の一部見直しを
行った。引き続き各
専攻で各学期末の専
攻学習の習得レベル
評価に取り組む。

・基準の是
非の検討
・習得レベ
ルに基づい
た習得状況
の評価

・学生の技術の習得レベルを評価
する基準の是非について検討
・共通基準に従って年３回評価を
実施、習得レベルの評価
・習得レベルを向上させるため、
レベルに合わせた効果的な指導の
実施

・習得レベルの評価基準を検討、周知し
た。
・ルーブリック評価法を活用した専攻実習
の習得レベル評価を全学生について行っ
た。 Ａ

・共通基準に従って年３回評価を
実施、習得レベルの評価
・各レベルに合わせた効果的な指
導の実施

・評価表に
基づいた習
得レベルの
評価

　ＧＡＰを取り入れた
教育指導により生産・
労働環境などのレベル
を向上します。
（農学科）

　各専攻でGAPへの
取り組みを行う。
　JGAPの認証につい
ての詳細が不明確で
ある。

・各専攻で
GAPへの取り
組み実施。
・コンサル
タントを招
いての勉強
会の実施。

・各専攻担当によるＧＡＰ指導担
当者会議の開催、ＧＡＰ導入によ
る実習改善方法や先進事例の紹介
・コンサルタントを招いてＪＧＡ
Ｐ認証について学習

・ＧＡＰ指導担当者会議を開催し(8/27)、
取り組み状況を確認し、校内の優良事例を
見学し改善した。（2/13）。
・７年度にJGAP認証に向けてコンサルタン
トを招いて指導を受けることとなった。

Ｃ

・各専攻担当によるＧＡＰ指導担
当者会議の開催、ＧＡＰ導入によ
る実習改善方法や先進事例の紹介
・コンサルタントを招いてＪＧＡ
Ｐ認証や農場HACCP取得について
学習
・各専攻の作業場・倉庫の点検、
GAP手法に基づいた必要な環境整
備の実施

・GAP又は
HACCPを取
り入れた生
産・環境改
善の取組各
専攻１事例

1 多様な
学生に対
応したカ
リキュラ
ムの強化

2 専攻実
習等を通
じた技
術・経営
力の向上
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

2 専攻実
習等を通
じた技
術・経営
力の向上
（続き）

　実習販売等を通じて
マーケティングや経営
管理能力を向上するた
めの学習活動を推進し
ます。（農学科）

　実習販売を行って
いるが、マーケティ
ングや経営管理能力
の向上に十分結びつ
いていない。

・改善計画
案を作成で
きる

・各専攻で学生による実習販売の
収支の把握やシュミレーションな
どの指導を実施
・収支結果などの経営評価を実施
〇別添「各専攻の取組」を参照

・各専攻で学生による実習販売の収支の把
握やシミュレーションなどの指導を実施し
た。
・収支結果などの経営評価を実施した。
〇別添「各専攻の取組」を参照 Ａ

・学生による実習販売の収支の把
握やシミュレーションなどの指導
を実施
・収支試算などの経営評価の実施
・校外学習により農業者等の優良
経営を学習
〇別添「各専攻の取組」を参照

・能力向上
の取組各専
攻１回以上

　新技術や地域課題、
継続課題等プロジェク
ト学習の高度化を図り
ます。（農学科）

　プロジェクト学習
の中で、試験区設定
や調査項目の不備
等、計画段階で検討
不足な課題が散見さ
れた。
　本校の卒論発表資
料では、他府県にみ
られるような動画表
現を活用できていな
い。

・プロジェ
クト学習に
おける個別
計画の充実
と動画活用
の検討

・学生による計画書作成の十分な
時間の確保、班長確認のプロセス
の追加
・分かりやすい発表方法の検討

・農学科職員会議で、プロジェクト学習の
分かりやすい発表方法を検討した(4/9)。
・プロジェクトの計画段階、中間発表に、
班長確認のプロセスを加えた。

Ａ

・計画書作成時の班長確認の継続
実施
・各専攻の卒業論文発表会時にお
けるプレゼンテーション手法の指
導

・全国大会
への出場１
名以上

　学生による校内の自
主活動を推進するため
学生会等の活動を強化
します。
（学務科、農学科）

　学生会は定期的に
集まり活動している
が、より自主的に活
動させていく必要が
ある。また、学生会
が学生の意見を集約
し、学生会から主体
的な提案ができるよ
う体制を構築する。

・連絡会の
定期的な開
催及び寮委
員会による
自主的な寮
運営の体制
構築

・学校活動の運営について学生会
への積極的な参画の働きかけ、学
生会から主体的な提案ができるよ
う職員・学生連絡会の定期的な開
催
・農大祭を始めとした学校行事を
学生が自主的に運営する体制への
誘導

・学生会総会や職員・学生連絡会を計３回
開催した。また、学生会役員会を定期的に
開催し、学務科職員と学生会との打合せを
４回行った。
・学生に対し、学校行事に積極的に関わ
り、農大祭実行委員会（６回）を自主的に
運営するよう指導した。

Ａ

・学校活動の運営について学生会
への積極的な参画の働きかけ、学
生会から主体的な提案ができるよ
う職員・学生連絡会の定期的な開
催
・農大祭を始めとした学校行事を
学生が自主的に運営する体制への
誘導

・連絡会の
定期的な開
催及び寮委
員会による
自主的な寮
運営の体制
構築

　地域イベントやボラ
ンティア等学生による
課外活動の実施を支援
し学生の社会性向上を
図ります。
（学務科、農学科）

　学生が参加できる
地域イベントやボラ
ンティアの情報が不
足している。

・地域イベ
ント等への
参加

・地域イベントやボランティア参
加の意向調査、地域イベント等の
情報収集、積極的な参加誘導

R6.11.3に第51回岡崎市農林業祭のイベン
トに参加して、農大産農産物の販売を行
い、消費者(購入者)との会話等でコミュニ
ケーション力を高めることができた。
R6.11.10にホルスタイン共進会でボラン
ティア活動を行い、酪農農家等とのコミュ
ニケーションを取ることができた。

Ａ

・地域イベントやボランティア参
加の意向調査、地域イベント等の
情報収集、積極的な参加誘導
・参加可能なイベント等に対し
て、学生に対する参加誘導及び実
行支援

・学生の地
域イベント
やボラン
ティア等の
課外活動参
加２回以上

　学生や指導者向けの
研修会等の実施、意見
発表などの参加促進に
より学生のコミュニ
ケーション力を強化し
ます。
（学務科、農学科）

　コミュニケーショ
ン力を十分習得でき
ていないため、派遣
実習・就職活動等外
部と係わる活動で支
障を来す学生がい
る。

・懸賞論文
にすべての
１年生の学
生が参加

・自分の考えや成果を人前で発表
できる機会の創出及び、全学生に
参加誘導（派遣報告会及び卒論発
表会の他に各学年１回ずつ、年間
２回/学生）
・懸賞論文等への応募支援

・１年生は自分の派遣研修の相手先との調
整を各自で責任を持って行った他、派遣研
修の開始式で抱負、目標などのスピーチを
行った。
・２年生は各専攻で卒業論文の中間報告
会、卒業論文発表会を行った。
・すべての１年生の学生がヤンマー懸賞作
文または酪農の夢コンクールに応募し、２
名が上位入賞した。

Ａ

・自分の考えや成果を人前で発表
できる機会の創出及び、全学生に
参加誘導（派遣実習報告会及び卒
論発表会を除く）。
・進路セミナーなどで外部講師を
招きコミュニケーション力の向上
支援

・コミュニ
ケーション
力向上の取
組各学年１
回、年間２
回

3 学生のコ
ミュニケー
ション力・
社会性の
向上
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　メーカー等と連携し
先進的な機器や技術の
実習指導を実施しま
す。（農学科）

　スマート農業や高
度な経営管理の知識
や技術を習得するた
め、実践的に学ぶ機
会を増やすことが必
要である。

・各専攻の
カリキュラ
ムを実施

・スマート農業を取り入れた専攻
別のカリキュラムを実施
・メーカーと連携したスマート農
業実演会を実施
〇別添「各専攻の取組」を参照

・スマート農業を取り入れた専攻別のカリ
キュラムを実施した。
・R6.11.6にメーカーと連携したスマート
農業実演会を実施した。
・酪農専攻では、牛舎細霧システムを導入
し活用方法を指導した。
〇別添「各専攻の取組」を参照

Ａ

・スマート農業を取り入れた専攻
別のカリキュラムを実施
・メーカーと連携したスマート農
業実演会の実施
〇別添「各専攻の取組」を参照

・各専攻の
カリキュラ
ムを実施

　学習や生活（寮）環
境の快適化や教育のデ
ジタル化などの整備を
推進します。
（管理課、企画研修
部、教育部）

　専攻室等施設の設
備が古く不具合が多
いこと、教育のデジ
タル化に資する環境
整備が不充分なこと
により、学校運営に
支障をきたしてい
る。

・必要な整
備事業の予
算化

・環境整備のための具体的な内容
を精査し、予算要求の実施

・教育のデジタル化や先端技術に対応した
施設・機器の整備のため、施設設備整備費
として９件の予算を要求し、結果、校内ネ
タブレット端末の整備費用始め７件、
212,158千円の予算を確保した 。 Ｂ

・環境整備のための具体的な内容
を精査し、予算要求の実施

・必要な整
備事業の予
算化

　先進技術に対応した
施設・機器の整備を計
画的に推進します。
（管理課、企画研修
部、教育部）

　各グループごとに
作成した施設設備整
備計画に沿って予算
を要求するととも
に、実態に合うよう
に更新する。

・施設設備
整備計画の
更新
・計画に
沿った予算
の確保

・施設、機器の現状を整理し、施
設設備整備計画の更新
・農大全体のネットワーク整備

・スマート農業機器を始めとした施設設備
整備計画を更新した。
・乳用牛の暑熱対策としてクールエアシス
テムを導入した。
・校内の西エリアを中心としたネットワー
ク整備工事を実施した。
・国事業の内示減により一部導入できない
設備があった。

Ｂ

・施設、機器の現状を整理し、施
設設備整備計画の更新

・必要な施
設、機器の
予算化
・施設設備
整備計画の
更新

5 指導職員
の技術・教
育指導能
力の向上

　外部研修や現場調査
など職員研修の充実強
化を図ります。（就農
企画科、農学科）

　職員研修会議を開
催し年間の研修計画
を立て、職員の研修
に取り組んでいる。
職員の研修参加率は
７割以上に達してお
り、この参加率を維
持していく必要があ
る。

・職員の研
修参加率
職員の７割
以上

・職員研修会議での研修計画、受
講希望者の取りまとめ
・校内で開催する研修への参加啓
発
･県外の優良事例調査等の実施

・職員研修会議を開催し、免許等資格取得
研修の受講者選定方法や、指導力強化を目
的とした研修の受講計画を検討した。
・免許や資格取得に関する研修は21名が受
講した。
・全職員が関係する職場研修の刈払い機研
修に14名、鳥インフルエンザ防疫研修には
26名の職員が参加した。
・各種研修に１回以上参加した職員の割合
は91％だった。

Ａ

・職員研修会議での研修計画、受
講希望者の取りまとめ
・校内で開催する研修への参加啓
発
･県外の優良事例調査等の実施

・職員の研
修参加率
職員の７割
以上

　農業総合試験場や農
業改良普及課等関係機
関と連携し研修を実施
します。(農学科、担
い手研修科長）

　学生への指導能力
を向上させるには、
外部の専門家から指
導力のノウハウや新
しい技術・知識を学
び、職員自らが成長
する必要がある。

・職員の参
加合わせて
５人以上

・農総試の成果発表（生産高度化
研修等）や国、民間企業等が行う
実演会等への職員参加
・農業改良普及の活動事例発表会
への職員参加

・生産高度化研修(6/21野菜、7/29作物、
10/11畜産、10/17果樹）に農学科職員６人
が参加した。

Ａ

・農総試の成果発表（生産高度化
研修等）や民間会社が行う実演会
等への職員参加
・農業改良普及の活動事例発表会
への職員参加

・職員の参
加合わせて
５人以上

4 高度な教
育環境の
整備
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２　学生の就職・就農の支援

事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　キャリアごとに必要
な各種免許・資格の取
得を推進します。（農
学科）

　進路セミナー、学
生連絡会等において
各種免許・資格取得
を働きかけ、２年次
における新たな資格
等取得は63％であっ
た。

・２年次に
１以上取得
できた学生
の割合50％
以上

・学生面談(５月)、進路セミナー
で進路意向と免許・資格等取得状
況及び希望調査の実施
・自営や雇用就農希望の２年生に
対して、免許・資格等の取得状況
の確認及び、未取得者に対する取
得の推進

・進路セミナー、学生連絡会において希望
進路に必要な免許・資格等を取得するよう
働きかけた（4～2月）。
・令和６年度新たに１以上免許･資格等取
得できた学生の割合は２年生57％（１年生
46％）であった。

Ａ

・学生面談（５月）、進路セミ
ナーで進路意向と免許・資格等取
得状況及び希望調査の実施。
・自営や雇用就農希望の２年生に
対して、免許・資格等の取得状況
の確認及び未取得者に対する取得
の推進

・免許・資格
について２年
次に１以上の
取得できた学
生の割合50％
以上

　学生への進路指導セ
ミナー等を充実強化し
ます。（農学科）

　進路指導セミナー
を主に就職活動を中
心とした内容で５回
開催した。

・進路セミ
ナー５回及
び進路別セ
ミナー(就
農・進学・
実習助手各
１回)の開催

・進路別の指導担当の設置、既存
の進路セミナーの実施内容の見直
し及び、進路別セミナー等の開講
・企画研修部と連携した、就農希
望者に対する就農説明会への参加
誘導

・進路指導会議で進路別指導担当を選任し
た（4/5）。
・１年生対象に就活の進め方等について進
路セミナーを５回開催した(6/28、10/28、
12/13、1/17、2/6)。
・進路別セミナー参加希望アンケート
（4/11）の結果、延べ81名の参加希望が
あった。
・就農セミナー（6/3）に14名が参加し
た。企画研修部開催の就農説明会にも参加
して情報収集するよう指導した。
・実習助手セミナー（6/10）に13名が参加
した。個別に小論文を添削指導。
・進学セミナー（7/12）に５名が参加し
た。個別に志望理由書の添削、模擬面接指
導等を行い、４名が合格した。

Ａ

・進路別の指導担当のを設置、既
存の進路セミナーとは別に、進路
別セミナーの開催
・企画研修部との連携及び、就農
希望の学生に対する就農説明会へ
の参加誘導

・進路セミ
ナー５回及び
進路別セミ
ナー（就農・
進学・実習助
手各１回）の
開催

2 就農指
導・相談体
制の強化

　農起業支援ステー
ションと連携し就農希
望学生向けの相談機能
を強化します。（就農
企画科、農学科）

　農起業支援ステー
ションでの就農相談
体制を学生に周知し
ているが、就農説明
会への参加者は少な
い。

・就農説明
会での情報
提供

・学生が集まる機会を利用して就
農相談体制について周知
・農学科と連携し、就農説明会へ
の誘導

・進路指導会議で農学科各専攻職員に情報
共有するとともに、終業式（７月、12
月）、始業式（９月）で学生に周知した。
・学生向け掲示板に就農説明会の開催日程
及び参加方法を掲示・周知した（9～3
月）。
・特に先輩農業者の体験発表がある就農説
明会を重点に学生に案内した。
・学生の就農説明会への参加があり、個別
相談も実施した。

Ａ

・進路指導会議等での農学科各専
攻職員への周知
・学生向け掲示板を活用した就農
説明会の開催周知
・個別相談の実施

・就農相談体
制活用の周知

　JAや農業改良普及課
等関係機関と連携し就
農支援を強化します。
（就農企画科、農学
科）

　卒業後に就農する
学生の情報を普及課
やＪＡと共有し、就
農時に必要な支援が
受けられるようにす
る必要がある。

・就農希望
学生に対す
る個別相談

・就農相談を通じて学生の問題解
決を図り、円滑な就農を支援
・就農が具体的になった学生の情
報を関係機関で共有

・就農希望の学生２名への対応（8/23、
2/19）
・年度末に就農予定をとりまとめて共有し
た。 Ａ

・就農が具体的になった学生の情
報を関係機関に情報共有

・就農予定学
生情報の関係
機関への共有

1 進路別指
導の強化
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

2 就農指
導・相談体
制の強化
（続き）

　雇用就農した卒業生
との意見交換会等雇用
就農者向けのセミナー
を強化します。
（農学科）

　従前から実施して
いる「ようこそ先
輩」を雇用就農した
卒業生との意見交換
の場として実施し
た。

・意見交換
の実施

・「ようこそ先輩」を雇用就農し
た卒業生意見交換の場と位置づけ
て実施
・既存の進路セミナー講師として
雇用就農した卒業生の招へいを検
討

・「ようこそ先輩」の講師として、雇用就
農した卒業生（２名）を招へいし、学生と
の意見交換の場として実施できた
（11/8）。

Ａ

・「ようこそ先輩」を雇用就農し
た卒業生との意見交換の場と位置
づけて実施
・既存の進路セミナーにおいて卒
業生を雇用している農業法人等に
講師を依頼

・意見交換の
実施

　農業法人への意向調
査や雇用就農した卒業
生の状況調査等の実施
します。（農学科）

　R3年度から学校へ
の求人票に基づく雇
用就農３年目の卒業
生を対象に、定着状
況を調査している。
併せて雇用した法人
等の意向調査も実施
している。

・卒業生の
定着状況の
把握

・本校に届いた求人票により雇用
就農した令和４年３月の卒業生
(就農３年目)11名の定着状況の調
査
・併せて雇用した法人等に対する
意向調査の実施

・令和４年３月の卒業生（就農３年目）で
雇用就農した15名のうち、10名が継続雇用
と確認できた（9～10月）。
・雇用した法人等15件に意向調査し、10件
から求める能力・人材、必要な免許・資格
等について回答を得た（10～11月）。 Ａ

・学校への求人票により雇用就農
した令和５年３月の卒業生（就農
３年目）16名の定着状況の調査
・併せて雇用した法人等にも意向
調査の実施

・卒業生の定
着状況の把握
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３　研修生（新規就農希望者）の育成及び就農支援の強化

項目 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　経営やマーケティン
グ等の知識や技術に関
する指導を強化します
。（担い手研修科）

　ニューファーマー
ズ研修講義の一部リ
モート配信は軌道に
乗り、受講者からも
好評であるため、受
講率向上のため引き
続き実施する。

・ニュー
ファーマー
ズ研修受講
生
　受講率
80％

・実施可能な講義のリモート配信
・実施結果の検討と改善

・受講率は、86.7％と良好だった。
・リモート配信の技術的なトラブルはな
く、適切に実施できた。
・全79講義中、27講義をリモート配信し
(5/23～１/9)、延べ189人(実人数９人)が
受講した。対象27講座のリモート受講率は
23.7％だった。
・講義を欠席又はリモート配信で受講でき
なかった者に対して、来校時に動画を視聴
させることで受講とした(６回、延べ20
人)。
・オンラインのメリットとして、実習の都
合や悪天候等で登校できない際の活用があ
り、配信を利用した９名のうち８名がリア
ルタイムと同等以上の効果があったと評価
した。一方で、音声が一部聞き取りにくい
点が課題であった。

Ａ

・実施可能な講義のリモート配信
・アンケート結果に基づく実施方
法の改善

・ニュー
ファーマー
ズ研修受講
生
　受講率
80％以上

　就農後の農業経営に
必要（有用）な資格や
免許の取得を推進しま
す。
（担い手研修科）

　研修生が円滑に就
農できるよう、農業
機械研修の受講を推
進している。 受講
希望者は年度により
大きな幅があるが、
前年度は受講者の
45.5%が１以上の免
許・資格を取得し
た。

・資格・免
許取得率
30％

・新規就農希望者向け３研修の受
講者を対象に、研修後の就農に必
要な資格取得研修（フォークリフ
ト・小型建機・刈払機）や免許取
得研修（大特免許）の受講推進

・長期３研修生の46.4%（56人中26人）が
農業機械研修を受講し、免許・資格を取得
した(大特22、小型建機17、刈払機3)。
・面談等を通じて、有効と思われる者に積
極的に受講するよう推進した。

Ａ

・新規就農希望者向け３研修の受
講者を対象に、研修後の就農に必
要な資格取得研修（フォークリフ
ト・小型建機・刈払機）や免許取
得研修（大特免許）の受講推進

・資格・免
許取得率
40％以上

1 研修内容
や運営方
法の充実
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項目 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

1 研修内容
や運営方
法の充実
（続き）

　研修生への個別指導
により就農に必要な指
導を行います。
（就農企画科、担い手
研修科）

　４年度からニュー
ファーマーズ研修を
加え、農業技術研
修、農業者育成支援
研修の３研修で年間
２回の個人面談を行
うこととした。就農
意向の確認や助言を
適切に行うため、継
続する必要がある。

・個別面談
の実施
各研修２回
／年

・新規就農希望者向け長期３研修
において、研修生の就農準備状況
等の聞き取りと助言の実施
　ニューファーマーズ研修：６
月､12月
　農業者育成支援研修：６月、12
月
　農業技術研修：７月、11月

・３研修とも２回の面談を実施し、就農準
備状況等の聞き取り、適宜助言指導した。
就農希望状況により農起業支援ステーショ
ン担当も同席した。
・ニューファーマーズ研修(NF研修)
　ステーション職員同席のうえ20人全員に
実施した(1回：6/20･25･27、2回：9/11､
10/11･15･17､11/7)。
・農業者育成支援研修(育支研修)
　NFと同様に11人全員に実施した(1回：
7/26､8/2･9、２回：11/25･27､12/4)。
・農業技術研修(農技研修)
　一部はステーション職員同席の上26人全
員実施した(1回：6/19･24･25･26､2回：就
農相談9/11･13/20､10/9･15、キャリアコン
サルティング9/9･17･24・29､10/7)。

Ａ

・新規就農希望者向け長期３研修
において、研修生の就農準備状況
等の聞き取りと助言の実施
　ニューファーマーズ研修：６
月､12月
　農業者育成支援研修：６月、12
月
　農業技術研修：７月、11月

・個別面談
の実施
各研修２回
／年

2 現場と連
携した就農
支援の強
化

　関係機関との連携に
より独立自営就農や農
業法人への雇用就農に
向けて円滑な誘導を図
ります。
（担い手研修科、就農
企画科）

　新規就農者向け３
研修を合わせた就農
率は70％以上を維持
している。引き続き
研修生全員への個別
面談や就農希望者へ
のアドバイスを行
い、関係機関とも連
携して就農者を確保
していくことが求め
られる。

・就農率
70％

・個別面談による新規就農者向け
３研修の全研修生の意向把握
・就農希望者への農起業支援ス
テーションによる就農相談の実施
・ニューファーマーズ研修生の経
営計画の作成支援

・就農率は78.5％（56人中44人）となっ
た。
・新規就農者向け３研修の研修生56人に対
し、全員２回面談を実施し、意向等を把握
した(6月～12月)。
そのうち、７名の研修生に対してステー
ションとして個別相談対応し、２名を二次
相談に移行した。
・ニューファーマーズ研修生は全員が経営
計画を作成した(2/27)。

Ａ

・個別面談による新規就農者向け
３研修の全研修生の意向把握
・就農希望者への農起業支援ス
テーションによる就農相談の実施
・ニューファーマーズ研修生の就
農計画の作成支援

・就農率
70％
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【目標３】地域農業を担う農業経営者の育成支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　経営の発展段階に応じた体系的な研修の充実・強化

事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

1 農業経営
の発展に
必要な知
識や技術
に関する研
修の充実・
強化

　農業生産性の向上や
効率化に繋がる先進的
な技術・知識を習得す
るための研修を農業総
合試験場等との連携に
より実施します。
（担い手研修科）

　農業総合試験場が
開発した最新技術や
県内外で行われてい
る先進的な取組事例
等を、県内農業者に
的確に伝えるため、
農業改良普及課や生
産者団体と連携し
て、今後も年間10回
の生産高度化研修を
維持していく必要が
ある。

・農業者生
涯教育研修
（生産高度
化研修）の
開催
５部門で計
10講座／年

・農業改良普及課や農業総合試験
場との連携強化により、現場の要
望や先進的な試験研究成果等の的
確な反映
・農業者団体等と連携して参加者
の募集や研修の運営推進

・生産高度化研修は、畜産部門で１講座と
したことに対し、果樹部門で３講座とし、
全体で10講座の計画ができた(4/19)。
・２月中旬までに全10講座終了し(6/21､
7/5･29､8/20､9/4､10/11･17､11/16､12/5､
2/12)、計画定員920人に対し965人
(104.9%)の参加があった。

Ａ

・農業改良普及課や農業総合試験
場との連携強化による、現場の要
望、先進的な試験研究成果や農業
情勢等を的確に反映した研修計画
の作成
・農業者団体等と連携した参加者
の募集や研修の運営

・農業者生
涯教育研修
（生産高度
化研修）の
開催
５部門その
他で計10講
座／年以上

　農業者のニーズに対
応した免許・資格取得
に関する研修の充実を
図ります。
（担い手研修科）

　大特免許(農耕車
限定)取得者数の増
加に伴い、けん引免
許(農耕車限定)研修
の受講希望者が増加
している。また、ト
ラクター作業研修は
研修日程・内容を見
直したことにより、
受講希望者が増加し
ている。

・農業者の
ニーズ等に
対応した研
修項目の整
理・統合

・研修受講申込状況や受講者アン
ケートによるニーズの把握・分析
・ニーズに対応した研修計画の作
成

・大特免許研修定員に対する実質申込倍率
(申込実人数/定員)は1.1倍(179/156)、一
方、けん引免許研修では2.6倍(62/24)だっ
た。また、トラクター作業研修は1.3倍
(31/24)で、定員を増やしたことにより、
3.3倍だった昨年より低下した。
・実質申込倍率から、次年度の免許研修実
施回数の変更を検討する(大特(８回→７
回)・けん引(２回→３回))。

Ａ

・ニーズに対応した研修計画の作
成と実施

・農業者の
ニーズ等に
対応した研
修の計画と
実施

　農業経営の発展段階
に応じた効果的な研修
内容の企画立案や研修
教材の開発を推進しま
す。
（就農企画科）

　就農前後の新規就
農者が利用できる教
材として、昨年度は
２本の動画を提供し
た。
教材の数としてはま
だ十分といえず、新
たな動画等の追加が
課題になっている。

・新たな教
材案の作成

・提供できる教材の検討
・教材、研修内容に関する関係機
関との意見交換

・AICHI X TECH事業の活用によるバーチャ
ル農業体験システムを試行運用した。
・先輩農業者の取材を行い、６本の動画を
作成した。

Ａ

・農林漁業者確保推進事業におけ
る支援ツールの検討

・支援ツー
ルの原案が
できる
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事項 取　組 現状及び課題
令和６年度

目標
令和６年度計画 令和６年度実績 評価 令和７年度計画

令和７年度
目標

　経営発展期に必要な
農業経営力の向上に繋
がるための体系的なカ
リキュラムとして講義
内容の充実を図りま
す。
（担い手研修科）

　農業経営力向上の
研修として開設から
６年が経過しており
受講生から高評価を
受けているが、平均
受講者数は17人で定
員を下回っている。

・受講者数
20人/年
・経営計画
作成率100％

・農業改良普及課および過去の受
講生に対する受講者募集の協力依
頼
・直売主体経営、系統販売主体経
営とも有益となる研修の実施

・22人の受講生で開講(8/28)、経営計画の
作成率は100％であった(2/14)。
・受講生募集のため７農業改良普及課を訪
問し(6/17･19･24･28)、また、生産高度化
研修で情報提供した(6/21､7/5)。
・塾後半で経営計画作成を支援し、20件(2
件は2人共同)の計画ができた。

Ａ

・実施状況等に基づく講義内容の
変更検討
・農業改良普及課他関係機関及び
過去の修了者に対する受講者募集
の協力依頼

・経営計画
作成率
100％

　研修成果を確認する
ため、研修修了生の状
況調査を実施します。
（担い手研修科）

　過去の修了生に対
し経営状況調査を実
施しており、平成
30、31年度の修了生
は８割以上で経営目
標を達成している。

・修了生交
流会の開催
・アンケー
トの実施

・過去の研修修了生による修了生
交流会の実施
・修了生へのアンケートと問題が
生じている者の「あいち農業経営
相談所」への誘導

・交流会は、開塾した平成30年度から直近
の令和５年度の全修了生88人を対象とし、
開催通知に併せて令和３～５年度修了生47
人にアンケートを実施した。
・交流会は、21人が出席。２人が事例発表
し、意見交換した(2/20)。
・アンケートの結果、20人から回答があ
り、経営目標を２割の者がほぼ達成、８割
が現在進行中である。

Ａ

・過去の研修修了者による修了者
交流会の実施
・修了者へのアンケートの実施と
「愛知県農業経営・就農支援セン
ター」の紹介

・修了者交
流会の開催

2 「あいち
農業経営
塾」（旧「愛
知農業次
世代リー
ダー塾」）
の充実・強
化
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各専攻の取組内容（令和６年度実績・令和７年度計画）

専攻 令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

鉢緑
・学生が実習や加工演習の様子をＳＮＳ上で情報発信する。専攻紹介パネルの内容を更新
し、農大祭や校外イベントで情報発信する。

・14回の情報発信を行った。専攻紹介パネルを作成し、農大祭で掲示した。
・学生が実習や加工演習の様子をＳＮＳ上で情報発信する。専攻紹介パネルの内容を更新
し、農大祭や校外イベントで情報発信する。

切花
・学生が栽培品目の生育状況、実習販売等の情報発信をSNS上で行う。専攻紹介パネルの
内容を更新し、農大祭や校外イベントで情報発信する。

・３人の班長学生が中心となって、24回の情報発信を行った。
・専攻紹介パネルを作成し、農大祭で掲示した。

・学生が栽培品目の生育状況、実習販売等の情報発信をSNS上で行う。専攻紹介パネルの
内容を更新し、農大祭や校外イベントで情報発信する。

作物 ・水稲の生育状況や品種毎の特徴、美味しさなどをＰＯＰやＳＮＳを通じてＰＲする。
・収穫の状況について、SNSに投稿を行った。直売時にその日に販売する米の特徴のポップ
を作成した。

水稲の生育状況や品種毎の特徴、美味しさなどをＰＯＰやＳＮＳを通じてＰＲする。

果樹
・専攻紹介動画の更新。夏までに学生と協議・追加編集した改訂版を作成し各機会を通じて
PRを行う。

・学生と専攻動画について協議し、２月に改訂版を作成した。 果樹の生育状況や品種毎の特徴、美味しさなどをＰＯＰやＳＮＳを通じてＰＲする。

露野
・品目・品種ごとに生産物の特徴を記したポップづくりを行い、直売や農大祭で情報発信を行
う。

・1学期に１、2年生の全員で一人１枚のポップを作成して、直売で掲示して情報発信した。 ・職員と学生が協力して、SNS等による写真・動画などの配信を行う。

施野 ・SNSや広報誌等を活用して専攻の活動や施設野菜の魅力をPRする。
・農大だよりに毎月専攻トピックスで専攻の活動の情報を発信した。
・インスタで４件の情報を発信した。

・SNSや広報誌等を活用して専攻の活動や施設野菜の魅力をPRする。

酪農 ・職員と学生が協力して、SNS等による写真・動画などの配信を行う。
・学生が中心となって、９回の情報発信を行った。また、動画を作成し、オープンキャンパスな
どで活用した。専攻紹介パネルを作成し、農大祭で掲示した。

・職員と学生が協力して、SNS等による写真・動画などの配信を行う。

豚鶏 ・職員と学生が協力して、SNS等による写真・動画などの配信を行う。
・学生が中心となって、３回の情報発信を行った。また、動画を作成し、オープンキャンパスな
どで活用した。専攻紹介パネルを作成し、農大祭で掲示した。

・職員と学生が協力して、SNS等による写真・動画などの配信を行う。

専攻 令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

鉢緑
・実習で栽培した鉢物を活用したアレンジ技術を習得させ、付加価値の高い商品作りを習得
させる。
・栽培したハーブを使用したクッキー、パスタなどの調理方法を加工演習で習得させる。

・鉢物を活用した加工演習でアレンジ手法を学んだ。農大祭販売用に付加価値の高い商品
を作成し、加工演習の成果を披露した。
・栽培したハーブ等を使用したクッキーなどの調理方法を習得した。

・実習で栽培した鉢物を活用したアレンジ技術を習得させ、付加価値の高い商品作りを習得
させる。
・栽培したハーブを使用したクッキー、パスタなどの調理方法を加工演習で習得させる。

切花
・切花を活用したフラワーアレンジ技術を習得させ、新たな資格取得を目指す。
・切花各論の中で、輪ギク、スプレーギク等の県育成品種の栽培方法を習得させる。

・フラワー装飾技能検定３級取得を目指し、カリキュラム内容を可能な限り変更して、２年生５
名が加工演習に取り組んだ。
・県育成品種「スプレー愛知夏１号」の特性について講義し、実際に栽培させることで栽培方
法の習得を図った。「かがり弁白、赤紫」は年末作型で栽培し、技術の習得を図った。

・切花を活用したフラワーアレンジ技術を習得させ、新たな資格取得を目指す。
・切花各論の中で、輪ギク、スプレーギク等の県育成品種の栽培方法を習得させる。

作物
・専攻実習を通じて大型機械の扱いに慣れさせる。また、大型特殊免許やフォークリフト、け
ん引免許など、農大で取得可能な資格取得を推進する。

・様々な学生にコンバイン等の作業をしてもらい、扱いに慣れさせた。また、夏季休暇を利用
して、学生の資格取得を推進した。

ICT技術（可変施肥対応田植え機、ドローンなど）に触れる機会を多く作り、ICT技術を学ぶ。

果樹
・バラエティパック値上げに際し、客の理解・納得を得るため「中身（品質）の充実」を学生と協
議・実践する。単なる経費高騰の値上げとせず、この機会を使い農大が提供する商品の価値
を学生と考える、再構築する場とする。

・バラエティパックの中身と単価について学生と協議し、ブドウの品種を３色（黒系、赤系、緑
系）にし、ナシの品種をより顧客ニーズの高い品種とした。また、市場販売価格等を参考に単
価も25％上げた。

秋冬の販売に向けた新たな品目の導入に向けて、品目の選定、栽培計画の作成、ほ場整備
を学生と協議し、実施する。

露野
・農大産野菜を使用した漬物を民間企業で委託生産し、直売や農大祭で販売することで、六
次産業化への取り組みを学習する。

・学生が作成したレシピに対して、学生内で投票して、ベスト３を民間企業に委託生産を依頼
し、１月から販売を開始し、六次産業化への取り組みを学習した。

・愛知県育成品種「あいきらり」を導入し、その栽培技術を学習させる。

施野
・高糖度のトマトを市場出荷や直売で販売し、高付加価値商品づくりを目指すとともに販売戦
略について学ぶ。

・高糖度のトマトを直売で販売して、購入者に価格と品質を聞き取り、販売戦略を学んだ。
・高糖度のトマトを市場出荷や直売で販売し、高付加価値商品づくりを目指すとともに販売戦
略について学習させる。

酪農
・人工授精師等の資格取得の推進や乳牛共進会等での上位入賞を目指した飼養管理技術
を習得する。

・15名の学生が人工授精の資格を取得した。また、乳牛共進会に２頭出品した。
・人工授精師等の資格取得の推進や乳牛共進会等での上位入賞を目指した飼養管理技術
を習得する。

豚鶏
・ハムソーセージ（＋チーズ・アイスクリーム）製造実習を行い､SNS等で発信する。
・名古屋コーチンの魅力を実習販売等の機会を捉えて、情報提供する。

・畜産物の製造実習を行い、SNS等で発信した。また、名古屋コーチンの魅力を実習販売を
通じて発信した。

・ハムソーセージ（＋チーズ・アイスクリーム）製造実習を行い､SNS等で発信する。
・名古屋コーチンの魅力を実習販売等の機会を捉えて、情報提供する。

　専攻ごとの魅力をPRする広報活動等を強化します。（農学科）

目標１－2－2　情報発信の強化

目標1－2-3　農大ブランドづくりによる農大バリュー(価値)の構築

　専攻ごとにカリキュラムや取得資格等の魅力（価値）を充実強化します。（農学科）
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専攻 令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

鉢緑
・マーケティング(直売、販売関係)に関する校外学習の実施。
・外部講師を招いて花き流通論の講義を実施する。

・農家への校外学習時にマーケティング、流通の講義を受けた（６月）。
・外部講師を招いて花き流通論の講義を実施した。
・豊明市場を視察し、花き流通現場の実情を学んだ。

・マーケティング(直売、販売関係)に関する校外学習の実施。
・外部講師を招いて花き流通論の講義を実施する。

切花
・校外学習、専攻実習でマーケティング(直売、加工)に関する学習を実施する。
・外部講師を招いて花き流通論の講義を実施する。

・農家への校外学習時にマーケティングの講義を受けた（１１月）。
・外部講師を招いて花き流通論の講義を実施した。
・名港花き市場を視察し、花き流通現場の実情を学んだ。

・校外学習、専攻実習でマーケティング(直売、加工)に関する学習を実施する。
・外部講師を招いて花き流通論の講義を実施する。

作物 ・マーケティングについてのグループワークを行い、そこで出た意見を２つ以上実践する。
・マーケティングの授業の中で、KJ法を用いてグループワークを行い、生産や販売に関する
意見を多数出してもらった。その意見の中から２件実践した。

マーケティング(６次産業化)に関する校外学習の実施。

果樹
・マーマレードアワード参加により蓄積したノウハウにより、学生と独自のイチジクジャムアワー
ド開催に取り組む。開催計画・準備等を通じマーケティング・PR手法について学習する機会
をつくる。

・校外学習でイチジク直売農家へ視察に行き、イチジクジャムについて意見交換を行った。
11、12月にイチジク加工演習において、実習と食味会を行い、PR方法を考えさせ、学生主導
でラベルのリニューアルを行った。

マーケティング(６次産業化)に関する校外学習の実施。

露野 ・マーケティング（直売、流通関係）に関する校外学習の実施。 ・11月29日に大田市場を視察して、マーケティング（流通）を学ぶ校外学習を実施した。 ・マーケティング（直売、流通関係）に関する校外学習の実施。

施野 ・校外学習で流通販売や直接取引に関する現場を視察する。 ・11月29日に校外学習で流通販売の現場（太田市場）を視察した。 校外学習で流通販売や直接取引、販売現場等に関する場を視察させる。

酪農
・六次産業化（牛乳・乳製品、牛肉）を実践している農場及び乳業工場の見学（校外学習）を
行う。

・六次産業化（牛肉）を実践している農家の校外学習や六次産業化（乳製品）を行っている農
家を講師に招き実習を行った。

・マーケティングや六次産業化（牛乳・乳製品、牛肉）に関する校外学習を実施する。

豚鶏 ・六次産業化（豚肉、鶏卵肉）を実践している農場見学（校外学習）を行う。 ・六次産業化（豚肉鶏肉）をテーマとして校外学習を行った。 ・マーケティングや六次産業化（豚肉、鶏卵肉）に関する校外学習を実施する。

専攻 令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

鉢緑
・実習販売時に得られた売れ筋商品、販売単価、顧客の反応等を分析し、品目担当学生が
今後の作付け計画を作成する。

市場出荷や直売データ、実習販売時の顧客の反応を元に、今後の作付け方針案を専攻職
員と学生で協議し、作成した。

・実習販売時に得られた売れ筋商品、販売単価、顧客の反応等を分析し、品目担当学生が
今後の作付け計画を作成する。

切花
・市場出荷データ、実習販売時の顧客の反応を分析し、適切な出荷時期を検討することで、
経営管理向上の学習を行う。

・市場出荷や直売データ、実習販売時の顧客の反応を元に、今後の作付け方針案を検討
し、経営に役立てる手法を学んだ。

・市場出荷データ、実習販売時の顧客の反応を分析し、適切な出荷時期を検討することで、
経営管理向上の学習を行う。

作物
・模擬経営プランを立てさせ自身の経営収支を算出することで、経営に関する意識付けを行
う。

・後継者の学生は親元、それ以外の学生は派遣先の農家等を参考に模擬経営プランを立て
させ、経営について意識づけを行った。

模擬経営プランを立てさせ自身の経営収支を算出することで、経営に関する意識付けを行
う。

果樹
・ブルーベリー園の観光農園（狩り園・体験園）実践に向け、課題の抽出、集客計画を学習す
る。またできる範囲でそれに向けた園・施設の整備に取り組む。

・ブルーベリー観光農園に視察へ行き、経営手法について学んだ。お客がすごしやすいよう
遮熱資材の導入、入り口が入りやすいよう施設整備を行った。

ブルーベリー園の観光農園（狩り園・体験園）実践に向け、学生内でブルーベリー狩りを試行
的に実施し、課題の抽出と改善案の作成を行う。

露野
・経営管理演習において専攻実習で自分が担当した品目の生産コストを把握し、原価計算を
して、本校の標準原価を計算する。

・経営管理演習（9月～1月）において専攻実習で自分が担当した品目の生産コストを把握
し、原価計算をして、本校の標準原価を計算した。

・経営管理演習において専攻実習で自分が担当した品目の生産コストを把握し、原価計算を
して、本校の標準原価を計算させる。
・校内でイチゴ狩り園を試行し、経営手法を学習させる。

施野
・実習販売において学生自らが販売品目の特徴を説明することでPR能力を高めるとともに、
顧客の反応を分析して出荷調整の改善に反映させる。

・実習販売で学生自ら販売品目の特徴を説明した。また、顧客に対して、高糖度トマトやカ
ラーミニトマトの食味調査を行い、結果を学生のプロジェクトのテーマや出荷調整に活用し
た。

実習販売において学生自らが販売品目の特徴を説明したり、食味試験を行うことで農産物の
魅力をPRする。

酪農
・出荷に向けた品質向上の取組と出荷結果（収入）の関係を把握し、経営管理につなげる学
習を行う。

・出荷に向けた品質向上の取組と出荷結果（収入）の関係を把握し、経営管理につなげる学
習を行った。また、外部講師を招き、HACCP研修を実施した。

・出荷に向けた品質向上の取組と出荷結果（収入）の関係を把握し、経営管理につなげる学
習を行う。

豚鶏
・出荷に向けた品質向上の取組と出荷結果（収入）の関係を把握し、経営管理につなげる学
習を行う。

・出荷に向けた品質向上の取組と出荷結果（収入）の関係を把握し、経営管理につなげる学
習を行った。また、外部講師を招き、HACCP研修を実施した。

・出荷に向けた品質向上の取組と出荷結果（収入）の関係を把握し、経営管理につなげる学
習を行う。

　実習販売等を通じてマーケティングや経営管理能力を向上するための学習活動を推進します。（農学科）

　マーケティング技術の向上や情報発信などブランドづくりのための学習・研修を実施します。（農学科）

目標2-1-2　専攻実習等を通じた技術・経営力の向上
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専攻 令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

鉢緑
・専攻実習や校外学習で機器メーカー技術者、生産者等からICT技術の活用方法について
学ぶ。

・ICT関連機器、スマート農業資材を導入、設置してプロジェクト課題を設定し、高品質生産
技術について学んだ。

・専攻実習や校外学習で機器メーカー技術者、生産者等からICT技術の活用方法について
学ぶ。

切花
・専攻実習や校外学習で機器メーカー技術者、生産者等からICT技術の活用方法について
学ぶ。

・専攻に導入したICT関連機器を活用している先進農家を校外学習で訪問し、活用方法を学
んだ(11月)。

・専攻実習や校外学習で機器メーカー技術者、生産者等からICT技術の活用方法について
学ぶ。

作物
・直進アシスト田植機を活用し、先端技術に触れる機会を設ける。また、可変施肥をプロジェ
クト研究に取り入れる。

・専攻の学生を中心に直進アシスト機能の田植え機で田植えを行い、最新技術の使い方を
学んだ。また、可変施肥をプロジェクト研究として取り入れ、可変施肥の利点を含めて特性に
ついて学ぶことができた。

インターネットクラウドを利用した営農・サービス支援システム「KSAS」を導入し、ほ場管理、栽
培管理等の記録を共有し、学生のプロジェクト実施の一助とする。

果樹
・インターネットクラウドを利用した営農・サービス支援システム「KSAS」を導入し、ほ場管理、
栽培管理等の記録を共有し、職員・学生の技術力向上と、学生のプロジェクト実施の一助と
する。

・システムの概要や記入方法を学生に指導し、栽培管理の内容を記録させた。記録を基に今
作の反省と次作に向けた栽培計画作成について学ぶことができた。

インターネットクラウドを利用した営農・サービス支援システム「KSAS」を導入し、ほ場管理、栽
培管理等の記録を共有し、職員・学生の技術力向上と、学生のプロジェクト実施の一助とす
る。

露野 ・イチゴ栽培において日射センサーを用いた日射比例潅水を行い、その理論等を学習する。 ・日射比例灌水の講義を11月15日に、11月18日から学生がデータ測定を開始した。
・直進アシスト機能を備えたGPSトラクタの操作方法を学習させる。
・イチゴ栽培において日射センサーを用いた日射比例潅水を行い、その理論等を学習させ
る。

施野
・スマートフォンを用いたリアルタイムな生産環境の把握や環境制御機器に触れることで、機
器の操作方法や環境制御について学習する。

・あぐりログを利用して、施設内環境データをスマホで把握させた。また、環境制御機器（プロ
ファーム等）の操作方法を学習させ、施設内を植物の生育に適した温度や炭酸ガス濃度等に
制御する手法を学習させた。

スマートフォンを用いたリアルタイムな生産環境の把握や環境制御機器を扱うことで、機器の
操作方法や環境制御について学習させる。

酪農
・メーカーと協力して、DelProシステムを活用・連携した営農管理システムや飼養管理技術に
ついて学ぶ。
・牛温計、超音波診断装置、クールエアシステム等を活用し、繁殖管理の効率化を学ぶ。

・DelProシステムを活用・連携した営農管理システムや飼養管理技術、牛温計、超音波診断
装置、クールエアシステム等を活用し、飼養管理の効率化を学んだ。

・メーカーと協力して、DelProシステムを活用・連携した営農管理システムや飼養管理技術に
ついて学ぶ。
・牛温計、超音波診断装置、クールエアシステム等を活用し、繁殖管理の効率化を学ぶ。

豚鶏 ・養豚及び養鶏の先進機器の機能について学ぶ。 ・専攻実習で使用している機器について、向上した機能の活用について学んだ。 ・養豚及び養鶏の先進機器の機能、豚熱防疫対策、新しいケージシステムについて学ぶ。

目標2-1-4　高度な教育環境の整備

　メーカー等と連携し先進的な機器や技術の実習指導を実施します。（農学科）
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